
　

(表１) <県内事業所> （単純平均）

(注） ①調査対象は、本会会員企業の中で労働組合が組織されている約150社。

②6月30日現在、回答ないし妥結の報告が届いた企業の内、集計可能な企業について集計したもの。

③昨年の妥結額は昨年の最終妥結結果。

(表2) <調査機関別賃金交渉状況> ―　最　終　集　計　―

(注) ①日本経団連大手は主要21業種・269社、中小は従業員数500人未満・17業種・765社を対象としたもの。

②埼玉県は県産業労働部調査。

③2006年の妥結額は2006年の最終妥結結果。

4,461 1.6420

埼 玉 経 協 6月30日

1000人未満計

40
単純

4,359  (- 102) 1.62

なり、昨年の実績（3,965円、1.47%）と比べると88円、0.02%のマイナスとなっている。

平均は3,922円、1.58%で昨年の実績（3,755円、1.52%）と比べると金額で167円のプラス、率では0.06%のプラ

（社）埼玉県経営者協会

一方、各調査機関の集計結果（表2）では、日本経団連・大手114社の単純平均は5,533円、1.78%で昨年の
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集計月日 社数

5,134 1.86 5,064

2.14 4,730 1.88 4,171

15.0 7,012 2.54

非製造業平均 33.1

製造業平均 37 276,555 37.7

4,340 1.69 4,467 1.72

1.56 4,371 1.65

100人  未満 2 257,268 36.6 10.3 6,000 2.33

4,665 1.61

299～100人 12 265,489 40.2 15.6 8,264 3.11 4,142

率

999～300人 6 279,616 35.8 13.5 5,925 2.12 4,799 1.72

平 成 1 ９ 年 春 季 労 使 交 渉 状 況

スとなっている。県産業労働部の調査では、全規模合計88社の単純平均で、金額は3,877円、率は1.45%と

比 べ て 、 金 額 で は 213 円 、 率 で は 0.06% の プ ラ ス と な っ た 。

本会が6月30日現在でまとめた県内事業所の今次春季労使交渉の状況は、集計可能な40社の単純

平均（表1）で、回答額5,232円、率では1.86%となっている。これは昨年の最終妥結実績（5,019円、1.80%）と

率では2.07%となっており、昨年の最終妥結実績（5,918円、1.99%）と比べて金額で187円、率では0.08%の

実績(5,160円、1.66%）と比べると、金額で373円、率は0.12%のプラス、また、日本経団連・中小680社の単純

1.64 3,901 1.54

単純 3,922　(+ 167) 1.58 3,755 1.52

埼 玉 県 総平均 6月4日 88
5,056 1.73

単純 3,877　(-  88) 1.45 3,965 1.47

加重 4,365　(- 691) 1.52
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―6月30日現在・当協会調べ―

規模の内訳としては、回答企業中半数を占める規模1,000人以上の大手企業の平均は、金額で6,105円、

5,232　(+ 213) 1.86 5,019 1.80総平均

プ ラ ス と な っ た 。

1,000人以上 20 294,391 38.1 15.8 6,445 2.19 6,105 2.07 5,918 1.99

総　平　均 40 281,648 38.3 15.1 7,092 2.52 5,232 1.86 5,019 1.80

ま た 、 従 業 員 1,000 人 未 満 の 20 社 だ け を 単 純 集 計 す る と 、 額 で 4,359 円 、 率 で 1.62% と な っ て お り 、

区       分

14.4 7,537 2.86 4,359 1.62 1.64

社数

昨年の実績（4,461円、1.64%）と比べて、金額で102円、率では0.02% のマイナスとなっている。

1,000人未満計 20 268,905 38.5

本会の調査では、1,000人以上の大企業は昨年に比べ微増、1,000人未満の中小企業は微減となっている。
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